
平成 29 年度 第１回 

横浜市寿生活館第三者評価委員会 
 

日時：平成２９年１１月２４日（金）13：30～15：00 

場所：松村ビル別館 ５０１会議室 

 

 

 

 

■ 開会 

■ 選定評価委員・事務局紹介 

■ 議事 

（１） 第三者評価委員会委員長の選出について 

（２） 評価基準の検討 

 

■ その他 

■ 閉会 

 

資料１ 横浜市寿生活館第三者評価 評価シート（案） 

資料２ 横浜市寿生活館第三者評価 評価・採点の考え方（案） 

資料３ 横浜市寿生活館第三者評価 評価項目一覧（案） 

資料４ 横浜市寿生活館第三者評価 委員採点表（案） 

 

参考資料 

P１ 別紙１  第三者評価委員・事務局名簿 

P２ 別紙２  指定管理者制度の概要 

P３ 別紙３  指定管理者第三者評価制度の概要 

P４ 別紙４  第三者評価の決定までのスケジュール 

P５ 別紙５  横浜市寿生活館の概要 

P６ 別紙６  平成２６～２８年度横浜市寿生活館利用実績 

P９ 別紙７  横浜市寿生活館条例 

P11 別紙８  横浜市寿生活館条例施行規則 

P14 別紙９  横浜市寿生活館指定管理者選定評価委員会運営要綱 

 



横浜市寿生活館第三者評価委員会 

 

選 定 評 価 委 員 ・ 事 務 局 名 簿 

 

評価委員（五十音順） 

川名 州子 横浜市東部病院医療ソーシャルワーカー 

小杉 久美子 不老町地域ケアプラザ主任ケアマネジャー 

新保 美香 明治学院大学社会学部教授 

三浦 保之 ＮＰＯ法人 市民の会 寿アルク事務局長 

栁原 匠巳 公認会計士 

 

 

 

 

 

 

事務局 

佐藤 潤 健康福祉局援護対策担当課長 

鈴木 英里 健康福祉局援護対策担当係長 

池田 隆介 健康福祉局援護対策担当 
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◎指定管理者制度の概要 

 
指定管理者制度とは 

 
 

指定管理者制度とは、地⽅⾃治体が設置する「公の施設」の管理
運営について、⺠間企業・NPO 等を含む団体（以下「⺠間事業
者」という。）に委ねることを可能とする地⽅⾃治法上の制度です
（地⽅⾃治法［以下「法」という。］第 244 条の 2）。 

つまり、指定管理者制度とは、公の施設の管理運営を通じて政策
⽬的を達成するための⼿法の⼀つと位置づけられ、その⽬的は「多
様化する市⺠ニーズにより効果的、効率的に対応するため、公の施
設の管理に⺠間の能⼒を活⽤しつつ、市⺠サービスの向上と経費の
節減等を図ること」であるとされています（平成 15 年 7 ⽉ 17 ⽇総
⾏⾏第 87 号の総務省通知）。 

指定管理者制度は、平成15年6⽉の法改正により創設されたもので
すが、従来は⾏政処分として地⽅⾃治体が⾏っていた利⽤許可権限
等、施設に関する管理権限を指定管理者に委任できることとなった
ほか、主に下表に⽰される点が従来の「管理委託制度」から変更と
なっています。 

 
 

 管理委託制度《改正前》 指定管理者制度《改正後》 
 
 

管理運営 
の主体 

 

・公共団体、公共的団体、地⽅⾃治 
体の出資法⼈等に限定 

・相⼿⽅を条例で規定 

 

・⺠間事業者を含む幅広い団体（法⼈ 
格は不要。ただし、個⼈は除く） 

・議会の議決を経て指定 

 
 
 
 
権限と業務 

の範囲 

・施設の設置者である地⽅公共団体 
との契約に基づき、具体的な管理 
の事務⼜は業務の執⾏を⾏う 

・施設の管理権限及び責任は、地⽅ 
⾃治体が引き続き有する（使⽤許 
可権限も付与できない） 

 

・施設の管理権限を指定管理者に委任 
（使⽤許可権限を含む） 

・地⽅⾃治体は、管理権限は⾏使せ 
ず、設置者としての責任を果たす⽴ 
場から必要に応じて指⽰等を⾏う 

 
条例で規定 
する内容 

 

 

・委託の条件、相⼿⽅等 

 

・指定の⼿続、指定管理者が⾏う管理 
の基準及び業務の範囲 

 
 

法的性質 

 
 

・委託（契約） 

・指定（⾏政処分） 
 

・管理運営の細⽬等については、協定 
（⾏政処分の附款）により規定 
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指定管理者第三者評価制度の概要 

 

 第三者評価制度は、指定管理者・市・利用者といった日常的に各施設に関わっている立場から離れた

第三者が評価するもので、客観性が図られるとともに、多角的な視点からの評価が行えることが大きな

特長です。客観的かつ多角的な視点から評価を行うことにより、指定管理者にとっての「気づき」のき

っかけとなり、指定管理者自らが業務改善を行い、施設運営の改善につなげることを目的とするもので

す。 

 

１ 本市の指定管理者第三者評価制度の特徴 

指定管理者制度を導入した全ての施設を対象に、原則として次の３つの方式で第三者評価を実施し

ます。また、評価結果をホームページや施設内等で公表し、指定管理者の業務改善や今後の制度運用

に活用しています。 

（1）指定管理者第三者評価機関による第三者評価制度 

地区センターなど市内に同種施設が複数存在する区民利用施設については、市が複数の民間の

評価機関を認定し、指定管理者との契約により、評価機関が評価を実施します。 

（2）福祉サービス第三者評価制度 

福祉サービス第三者評価の対象となっている福祉施設は、福祉施設第三者評価制度に基づき評

価を実施します。 

（3）選定評価委員会による第三者評価制度 

上記以外の施設については、専門性や施設特性等を考慮して、各施設の所管区局が条例により

設置する選定評価委員会において、評価を実施します。 

※「横浜市寿生活館」は（3）に該当。 

 

２ 第三者評価制度対象施設内訳 

● 指定管理者制度導入施設 937 施設 （平成 29 年 4 月現在）    

（1）指定管理者第三者評価機関

による第三者評価 

◇ 同種施設が複数存在する区

民利用施設 

（2）福祉サービス第三者評価 

◇ 福祉サービス第三者評価対

象施設 

（3）選定評価委員会による第三

者評価 

◇ その他の施設 

地区センター等、公会堂、スポー

ツセンター、老人福祉センター、

地域ケアプラザ、福祉保健活動拠

点、こどもログハウス 

（特別）養護老人ホーム、知的障

害者生活介護型施設、地域療育セ

ンター、保護施設、保育園 

・高い専門性を有する施設 

・施設ごとに評価の視点が異なる

施設 

・管理のあり方も含めて検証する

施設 

横浜美術館、国際プール、歴史博

物館、男女共同参画センター、区

民文化センター等 

 

01091018
テキストボックス
別紙３



評価委員会 時期 事務局

各委員作業内容
・事務局より送付された資料の事前確認

事務局作業内容
・評価案の作成
・評価委員へ事前送付

第１回第三者評価委員会
　内容
　・評価委員会委員長の選出
　・評価基準の検討

11月24日（金）
13：30～16：45
松村ビル別館

501

事務局作業内容
　・第１回評価委員会での検討結果に
　　基づいた評価基準最終案の作成
　・評価基準最終案の各委員への送付

各委員作業内容
・評価基準事務局案の最終確認

（指定管理者作業）
　・評価シートに基づいた自己評価の実施
　・自己評価の事務局への提出

指定管理者の自己評価を各委員へ送付

第２回第三者評価委員会
　内容
　・施設での実地調査
　・施設職員に対するヒアリング
　・評価シートの作成

１月15日（月）
13：00～17：00

会場未定

事務局作業内容
　・第２回評価委員会で各委員の作成
　　した評価シートの取りまとめ
　・第三者評価委員会における評価案
　　の作成
　・評価案の送付

第３回第三者評価委員会
　内容
　・評価の決定

3月16日（金）
13：00～17：00

会場未定

事務局作業内容
　・評価結果公表案の作成
　・評価結果公表案の送付

各委員作業内容
　・評価結果公表案の最終確認

事務局作業内容
　・評価結果の公表（ＨＰへの掲載）

「横浜市寿生活館」及び「横浜市生活自立支援施設」
第三者評価の決定までのスケジュール（案）
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横浜市寿生活館の概要 

 

１ 施設の設置目的 

住居のない者及び簡易宿泊所宿泊者等の更生と福祉を図る。 

 

２ 施設の概要 

(1) 名称    横浜市寿生活館 

(2) 所在地   横浜市中区寿町３丁目１２番地２ 

(3) 施設規模  鉄筋コンクリート造り ４階建て 

(4) 施設内容  ３階・４階部分 各約２６０㎡ 

・３階（児童ホール、女性子ども室、児童図書室、ほか） 

・４階（会議室、集会室、洗濯室、シャワー室、湯沸室、ほか） 

※１階は（公財）神奈川県労働福祉協会が運営することぶき保育園として区分所有、２階は町内会

館として貸付 

(5) 開館日等 

・火曜日から金曜日 午前８時４５分 から 午後８時４５分 まで 

・日曜日及び土曜日 午前８時４５分 から 午後５時００分 まで 

（休館日）月曜日、休日及び年末年始（１２月２９日から１月３日まで） 

 

３ 現運営団体 

公益財団法人 寿町勤労者福祉協会（理事長 德田 文男） 

４ 指定期間（第三期） 

平成 2８年 4 月１日から 平成３３年３月 31 日まで 

 

５ 業務内容 

ア 横浜市寿生活館の建物全館の管理に関する業務 

イ 横浜市寿生活館の３階及び４階の運営に関する業務 

ウ 高齢者事業・文化事業の実施 

エ その他必要な業務 

 

 寿生活館の業務は、大きく分けて「施設の管理運営業務」と「高齢者事 

業・文化事業（ことぶきスマイル事業）の実施業務」の２つからなってい 

ます。「施設の管理運営業務」は、施設の良好なサービスの提供のため、 

建物の保守管理業務及び利用者案内など施設の円滑な運営等を行うもので 

す。「高齢者事業・文化事業の実施業務」は、住民等の福利厚生のための 

各種事業を、寿生活館において主催し、実施する業務です。 

どちらの業務も、寿生活館が行う重要な業務として、指定管理業務と 

して位置づけられています。 
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○横浜市寿生活館条例 

昭和 40 年 6 月 1 日 

条例第 33 号 

 

 (目的及び設置) 

第 1 条 住居のない者及び簡易宿泊所宿泊者等(以下「対象者」という。) の更生と福祉を図るた

め、横浜市寿生活館 (以下「生活館」という。) を横浜市中区に設置する。 

 

(事業) 

第 2 条 生活館は、次の事業を行なう。 

(1) 対象者の生活各般の相談及び指導     

(2) 対象者の生活の援護     

(3) 対象者の健康相談     

(4) 対象者の保護する児童の育成指導     

(5) その他前各号に準ずる事業 

 

(利用の制限) 

第 3 条 次条第 1 項に規定する指定管理者は、正当な理由がある場合は、生活館の利用を制限す

ることができる。 

 

(指定管理者の指定等) 

第 4 条 次に掲げる生活館の管理に関する業務は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244

条の 2第 3項の規定により、指定管理者（同項に規定する指定管理者をいう。以下同じ。）に行

わせるものとする。 

(1) 第 2 条に規定する事業の実施に関すること。 

(2) 生活館の施設及び設備の維持管理に関すること。 

(3) その他市長が定める業務 

2 指定管理者は、対象者の更生及び福祉の増進に関する横浜市の施策の方針を理解し、対象者の

生活状況及び生活館のある地域の実情等を把握して、適切かつ公平に対象者に対する生活の援

護等の事業を実施するものでなければならない。 

3 指定管理者の指定を受けようとするものは、事業計画書その他規則で定める書類を市長に提出

しなければならない。 

4 市長は、前項の規定により提出された書類を審査し、かつ、実績等を考慮して、生活館の設置

の目的を最も効果的に達成すると認めたものを指定管理者として指定する。 

 

（指定管理者の指定等の公告） 

第 5 条 市長は、指定管理者の指定をしたとき、及びその指定を取り消したときは、遅滞なく、

その旨を公告しなければならない。 

 

(委任) 

第 6 条 この条例に規定するもののほか、生活館の管理に関する事項及びこの条例の施行につい

て必要な事項は、規則で定める。 
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付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

付 則(昭和 42 年 3 月条例第 5号) 

この条例は、公布の日から施行し、昭和 42 年 2 月 7日から適用する。 

 

附 則(昭和 55 年 10 月条例第 62 号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

附 則(昭和 56 年 3 月条例第 5号) 抄 

(施行期日) 

1 この条例は、公布の日から施行する。 

 

附 則(平成 11 年 2 月条例第 9号) 

この条例は、平成 11 年 4 月 1日から施行する。 

 

附 則(平成 17 年 6 月条例第 13 号) 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現にこの条例による改正前の横浜市寿生活館条例第 4 条第 1 項の規定に

よりその管理運営を委託している生活館は、地方自治法の一部を改正する法律（平成 15 年法律

第 81 号）附則第 2条に規定する日までの間は、なお従前の例による。 



○横浜市寿生活館条例施行規則 

昭和 40 年 7 月 1 日 

規則第 61 号 

 (趣旨) 

第 1 条 横浜市寿生活館条例(昭和 40 年 6 月横浜市条例第 33 号。以下「条例」という。) の施行

について必要な事項は、この規則の定めるところによる。 

 

(利用の制限) 

第 2 条 条例第 3 条に規定する正当な理由がある場合は、次のいずれかに該当する者が利用する

場合とする。 

(1) 他人の迷惑となる物品または動物を携帯する者 

(2) 係員の指示に従わない者 

(3) その他管理上支障があると認められる者 

 

(休館日) 

第3条 住居のない者及び簡易宿泊所宿泊者等を対象とする相談及び指導を行うための施設(以下

「相談窓口」という。) に係る休館日は、次のとおりとする。 

(1) 日曜日及び土曜日 

(2) 国民の祝日に関する法律(昭和 23 年法律第 178 号)に規定する休日(以下「休日」という。) 

(3) 1 月 2 日、1月 3日及び 12 月 29 日から 12 月 31 日まで 

2 相談窓口以外の施設に係る休館日は、次のとおりとする。 

(1) 月曜日 

(2) 休日。ただし、その日が月曜日に当たるときは、その翌日に振り替えるものとする。 

(3) 1 月 2 日及び 1月 3日 

3 市長は、前 2項の規定にかかわらず、特に必要があると認める場合は、休館日に開館し、又は

休館日以外の日に開館しないことができる。 

 

(開館時間) 

第 4 条 相談窓口に係る開館時間は、午前 8時 45 分から午後 5時 15 分までとする。 

2 相談窓口以外の施設に係る開館時間は、午前8時 45分から午後8時 45分までとする。ただし、

日曜日及び土曜日における開館時間は、午前 8時 45 分から午後 5時までとする。 

3 市長は、前項の規定にかかわらず、特に必要があると認める場合は、開館時間を変更すること

ができる。 

 

(指定申請書の提出等) 

第 5 条 指定管理者の指定を受けようとするものは、指定申請書（別記様式）を市長に提出しな

ければならない。 

2 前項の申請書には、条例第 4条第 3項に規定する事業計画書及び次に掲げる書類を添付しなけ

ればならない。 

(1)  定款、寄附行為、規約その他これらに類する書類 

(2)  法人にあっては、当該法人の登記簿謄本 

(3)  前項の申請書を提出する日の属する事業年度の収支予算書及び事業計画書並びに前事業年
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度及び前々事業年度の収支計算書及び事業報告書 

(4)  横浜市寿生活館の管理に関する業務の収支予算書 

(5)  その他市長が認める書類  

 

(委任) 

第 6 条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、福祉局長が定める。 

 

付 則 

この規則は、公布の日から施行し、昭和 40 年 6 月 1日から適用する。 

付 則(昭和 47 年 6 月規則第 87 号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則(昭和 48 年 4 月規則第 51 号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(昭和 63 年 3 月規則第 56 号) 

この規則は、昭和 63 年 4 月 1日から施行する。 

附 則(平成 4年 3月規則第 15 号) 

この規則は、平成 4年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 5年 3月規則第 7号) 抄 

(施行期日) 

1 この規則は、平成 5年 4月 11 日から施行する。 

附 則(平成 5年 3月規則第 35 号) 

この規則中第 1条の規定は平成 5年 4月 1日から、第 2条の規定は平成 5年 4月 11 日から施行す

る。 

附 則(平成 6年 7月規則第 64 号) 抄 

(施行期日) 

1 この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成 11 年 3 月規則第 26 号) 抄 

(施行期日) 

1 この規則は、平成 11 年 4 月 1日から施行する。 

附 則(平成 17 年 6 月規則第 95 号) 

1 この規則は、公布の日から施行する。 



 

別記様式(第５条第１項) 

 

指定申請書 

年  月  日 

(申請先) 

  横浜市長 

 

                   所在地          

               申請者 団体名          

                     代表者氏名        

 

 

横浜市寿生活館の指定管理者の指定を受けたいので、申請します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注意)申請に際しては、次の書類を添付してください。 

(1) 事業計画書 

(2) 定款、寄附行為、規約その他これらに類する書類 

(3) 法人にあっては、当該法人の登記簿謄本 

(4) 指定申請書を提出する日の属する事業年度の収支予算書及び事業計画書並びに前事業年

度及び前々事業年度の収支計算書及び事業報告書 

(5) 横浜市寿生活館の管理に関する業務の収支予算書 

(6) その他市長が必要と認める書類 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

（Ａ４） 



横浜市寿生活館指定管理者選定評価委員会運営要綱 

 

制定 平成 24年４月１日 健保護第 216号（局長決裁） 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、横浜市寿生活館条例（昭和 40年 6月横浜市条例第 33号）

第 8条第 3項の規定に基づき、横浜市寿生活館指定管理者選定評価委員会（以

下「委員会」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定める。 

 

（担任事務） 

第２条 委員会は、横浜市寿生活館（以下「生活館」という。）の指定候補者（指

定管理者の候補者をいう。以下同じ。）の選定（以下「選定」という。）、指定

管理者による生活館の管理の業務に係る評価（以下「評価」という。）等に関

し、次の事項について調査審議し、市長に意見を述べる。 

(1) 選定手続の細目 

(2) 選定基準 

(3) 公募要項の内容 

(4) 選定及び次点候補者（指定候補者を指定管理者として指定できない事情が

ある場合において、当該指定できない候補者に代わって指定候補者となるべ

き者をいう。以下同じ。）の決定 

(5) 評価基準 

(6) 評価の決定 

(7) 指定管理者の指定の取消し 

(8) その他市長が選定、評価等について必要と認める事項 

 

（委員） 

第３条 委員は、次に掲げる者のうちから市長が任命する。 

(1) 学識経験者 

(2) 住居のない者及び簡易宿泊所宿泊者等（以下「対象者」という。）の更生

及び福祉の増進の事情に通ずる者 

(3) 対象者の生活状況及び生活館のある地域の事情に通ずる者 

(4) 会計・経理に詳しいもの 

(5) その他市長が必要と認めるもの 

２ 委員に、委員としてふさわしくない非行事由があったと市長が認める場合

は、市長はその職を解くものとする。 

３ 委員の氏名及び役職等は公募要項等に掲載する。 

 

（委員の責務） 

 

Administrator
タイプライターテキスト

Administrator
タイプライターテキスト

Administrator
タイプライターテキスト

Administrator
タイプライターテキスト

Administrator
タイプライターテキスト

Administrator
タイプライターテキスト

Administrator
タイプライターテキスト

Administrator
タイプライターテキスト

Administrator
タイプライターテキスト

Administrator
タイプライターテキスト
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第４条 委員は、第２条に定める職務を常に公正、公平に行わなければならな

い。 

２ 委員は、直接間接を問わず、応募団体及び応募することが見込まれる団体

の関係者と、選定に関して接触してはならない。 

３ 前項の接触が判明したときは、委員会は委員が接触した団体を選考対象外

とする。 

４ 委員は、委員会を通じて知り得た情報をその職を退いた後も漏らしてはな

らない。ただし、横浜市又は委員会が公表した情報については、この限りで

はない。 

５ 前項の規定は、委員会に出席した者（委員及び会議が公開されている場合

における傍聴者を除く。）について準用する。 

 

（委員の任期） 

第５条  委員の任期は、２年とする。ただし、特別の事情があると認められる

場合は、これを１年とすることができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

３ 委員は再任されることができる。 

 

（委員長） 

第６条 委員会に委員長を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員長

の指名する委員がその職務を代理する。 

 

（議事） 

第７条 委員会の会議は、委員長が招集する。ただし、委員の任期が満了した

後の第６条第１項の規定により委員長を定めるまでの間は、市長が招集する。 

２ 委員長は、委員会の会議の議長となる。 

３ 委員会は、委員の半数以上の出席がなければ、会議を開くことができない。 

４ 委員会の会議の議事は、出席した委員（議長を除く。）の過半数で決し、可

否同数の時は、議長の決するところによる。 

５ 委員長は、委員会において必要があると認めるときは、関係者の出席を求

めてその意見若しくは説明を聴き、又は関係者から資料の提出を求めること

ができる。 

 

（作業部会） 

第８条 委員会は、必要があると認める場合には、作業部会を置くことができ



る。 

 

（会議の公開） 

第９条 委員会の会議は、横浜市の保有する情報の公開に関する条例（平成 12

年 2月横浜市条例第 1号）第 31条の規定に基づき、公開するものとする。た

だし、同条ただし書に該当する場合は、委員会の決定により非公開とするこ

とができる。 

 

（報告） 

第 10条 委員会、選定（次点候補者の決定を含む。）、評価の決定等を行ったと

きは、速やかに当該結果を市長に報告する。 

 

（庶務） 

第 11条 委員会の庶務は、健康福祉局生活福祉部保護課援護対策担当において

行う。 

 

（委任） 

第 12条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に必要な事項は、委員長

が委員会に諮って定める。 

 

附則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成 24年４月１日から施行する。 

（要綱の廃止） 

２ 次に掲げる要綱は廃止する。 

  横浜市寿生活館指定管理者選定委員会運営要綱 

（平成 22年４月１日健保護第８３号） 

（経過措置） 

３ この要綱の施行後最初に第３条第 1 項の規定に基づき任命する委員の任期

は、第５条第１項の規定にかかわらず、平成 26年３月 31日までとする。 

４ この要綱の施行後最初に開催する委員会は、第７条第１項本文の規定にか

かわらず、市長が招集する。 
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